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千葉県内の経済情勢は、政府による経済対策の効果もあり、緩やかに

持ち直しつつあります。しかしながら、長期化するウクライナ戦争やシ

リアの政権崩壊で混迷する中東情勢・円安などにより、国内でも燃料・

原材料価格の高騰や部品の調達難等が押し寄せ、経営環境は厳しい状況

が続いております。特に、中小企業・小規模事業者は、後継者問題、人

手不足、最低賃金の引上げ等、解決すべき課題が山積している中、先行

きが見通せない状況に陥っています。 

この国難ともいうべき時に、日本経済を持続的発展の軌道に乗せてい

くためには、デジタル化やカーボンニュートラル社会の実現、そして成

長産業・スタートアップ支援等を通じて地方需要等を創出し、中小企業

の受注機会の増大を図り、その事業活動の活性化を産み出すことが重要

です。官公需の受注機会増大を通じた売上金額の増加や利益率の改善は、

現在求められている中小企業による持続的な生産性の向上と賃上げを図

るうえで極めて重要な要素となってきます。 

千葉県におかれましては、「中小企業者に対する県の官公需契約の

方針」を策定し、県内中小企業者の受注機会の増大のための措置を講じ

ていただいております。また、令和５年３月に発表されました「第５次

ちば中小企業元気戦略」では、施策推進の方法として官公需の推進も盛

り込まれております。 

しかし、千葉県内の発注者においては、中小企業向け発注額は増額し

ているものの、県外事業者の相次ぐ参入等が発生しているため、県内

中小企業の受注機会が図られているとは言い難い状況にあります。 

 また、中小企業者で組織される官公需適格組合は、官公需の受注に対

し意欲的であり、かつ受注した契約は十分に責任をもって履行できる経

営基盤が整備されている組合であることを国が証明しており、「中小企

業者に対する県の官公需契約の方針」の中でも官公需適格組合等の活用

が明記されておりますが、現状、官公需適格組合を含めた中小企業者の

受注機会が十分に確保されているとは言えない状況にあります。 

中小企業者及び官公需適格組合等が官公需の受注を確保していくた

めには、個々の自助努力が必要であることは当然でありますが、自ず

と限界があります。 

 つきましては、地域経済を支える中小企業及び官公需適格組合等に

対し、十分な官公需確保対策が実施されますよう、以下の事項につい

て要望いたします。 
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要 望 事 項 
 

１． 官公需適格組合の積極的な活用を図ること 

 

官公需適格組合は、受注体制が整備されている旨を中小企業庁が証

明した組合であり、県の官公需契約の方針にも明記されている。 

しかし、地方公共団体等各発注機関における認識の度合いは低く、

その活用は不十分な状況にある。 

  ついては、地方公共団体等各発注機関に対して、より一層の官公需

適格組合制度の周知徹底を図るとともに、発注に当たっては、価格の

みを評価するのではなく、品質も同等に評価し、官公需適格組合の積

極的な活用を要望する。 

  また、指定管理者制度における指定管理者の選定に当たっても、地

元中小企業者で構成される官公需適格組合の活用を併せて要望する。 

 

２．地元中小企業及び中小企業組合の活用推進に

努めること 

 

   地元中小企業及び中小企業組合は、地域産業の振興、雇用の創出、

ライフラインの整備等地域経済を支える存在として重要な役割を果

たしている。そして、国が進める「SDGｓ」の推進や 2050 年までに

温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする「カーボンニュートラ

ル社会」の実現に向けてのプレイヤーとして必要不可欠な存在であ

る。これらのことから、地域の実情に精通している地元中小企業及

び中小企業組合が取組む SDGｓ推進活動やカーボンニュートラルへの

取組み、地域貢献活動等を積極的に評価し、受注機会の確保に努め

ることを要望する。 
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３．条例等の作成を通じて地方公共団体に対する

官公需施策の普及に努めること 

 

   条例や入札規則等において、中小企業者及び中小企業組合の官公需

における受注機会の確保を規定するなど、地方公共団体の取組みの推

進を要望する。 

 

４．少額随意契約の積極的な活用に努めること 

 

予算決算及び会計令並びに地方自治法施行令により設けられてい

る少額随意契約制度は、発注機関の事務の効率化、迅速性を要する

公共施設の維持、食料品や石油燃料などのライフラインの確保・保

全等に効果的である上、地元中小企業及び中小企業組合の育成や地

域経済の活性化に繋がることから、同制度の積極的な活用を要望す

る。 

 

５．分離・分割発注の推進に努めること 

 

     分離・分割発注は、実施方法によってはコスト縮減に繋がるとと

もに、工事・サービス等納入物件の質的向上を実現するものである。 

   ついては、一括発注による発注規模の大型化を避け、きめ細かな

分離・分割発注に努め、中小企業者及び中小企業組合の受注機会の

増大を図ることを要望する。 
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６．価格のみではなく、品質、地域貢献、雇用創

出等を総合的に勘案し、受注者を決定する制度

の導入に努めること 

 

   公共調達の実施に当たっては、透明性、競争性、公平性の確保が

重視されなければならないが、総合評価制度の導入が図られている

ものの、現状は価格を優先した状況となっている。このため、競争

性の導入とあいまって安値の受注が発生し、業界の混乱や中小企業

の経営基盤の弱体化を招く結果となっている。 

また、公共調達は地域経済の基盤形成とも深く関連していること

から、最終消費者である住民の利益となる品質、安全性、防災、地

域社会への貢献、地域雇用の創出等を総合的に勘案して受注者を決

定する方式の導入を検討することを要望する。 

 

７．ダンピング入札を排し、適正価格での発注に

努めること 

 

（１）ダンピング入札の排除措置を講ずること 

県では、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を導入してい

るが、事業者の経営基盤を守るため、これを厳格に運用するととも

に、未実施の市町村に対し、同制度の導入を働きかけることを要望

する。 

（２）最低制限価格制度の拡充に努めること 

関東近県では、本県において最低制限価格制度の対象となってい

ない官公需特定品目に対しても一部、最低制限価格制度を導入して

いる自治体がある。本県においても、物品の購入や役務、特に官公

需特定品目については、品質確保・安全管理を確保するため、早急

に同制度を導入し、適正価格での発注に努めることを要望する。 
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８．多発する自然災害からの復旧・復興や防災・

減災に向けて地方公共団体と災害協定等を締

結している官公需適格組合等に対し、法令に

基づく随意契約や前倒し発注を実施し、分離

・分割発注、優先発注に努めること 

 

発注にあたっては、地域経済の牽引役である地元の中小企業及び

官公需適格組合を積極的に活用するとともに、多発する自然災害か

らの復旧・復興や防災・減災には緊急随意契約の実施や発注時期の

前倒しが必要である。 

特に、官公需適格組合は地域の実情に精通しており、地域を網羅

した組織力を活かした迅速な対応が行えるため、自然災害等の緊急

時にライフライン等の復旧、平時からの防災意識も高く、各種救済

対策の実施において大きな役割を果たしている。 

加えて、地方公共団体との救済支援など災害時応援協定の締結や

ＢＣＰを策定している組合も多数存在するものの、協定の締結のみ

に留まり平時からの発注がないことも多く見られる。災害時に地方

公共団体とスムーズな連携を図り迅速に災害対応等をするためには、

平時から取引を行うことが重要である。地域に対する貢献活動等を

積極的に評価し、災害時応援協定締結組合に対して有事のみならず

平時から安定的な供給能力を確保するため、平時からの分離・分割

発注、法令に基づく随意契約等による優先発注に努めることを要望

する。 

 

 

 

 



 

6 

９．予定価格の積算において、燃料・原材料や人

件費の上昇等に十分に考慮して予定価格の見

直しを行い、価格転嫁の推進に努めること 

   

   国は「令和６年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」

において、ダンピング防止対策、消費税の円滑かつ適正な転嫁等

の推進として、「国等は、官公需契約の一部に過度な低価格競争

が生じていることや最低賃金の引き上げに向けた環境整備の観点

等を踏まえ、ダンピング対策の充実、消費税の円滑かつ適正な転

嫁の確保等、適正価格での契約や価格と品質が総合的に優れた調

達の推進を図るため、適切な対策を講ずるものとする。」との方

針を打ち出している。そして具体的には、労務費、原材料費、エ

ネルギーコスト等の上昇への対応として、「国等は、公共工事の

発注に当たっては、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の実

勢価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保につ

いて、契約後の状況に応じた必要な契約変更の実施も含め、適切

に対応するものとする。」と記載している。 

現在、世界的に燃料や原材料価格は高止まりしており、かつ人

件費も上昇しており、事業者は自助努力のみでは安定的な収益確

保が厳しくなっている。 

 発注や契約においては、これらの中小企業・小規模事業者のコ

スト負担増や人材が確保しづらい状況に十分配慮した予定価格の

見直しを行い、価格転嫁の推進に努めることを要望する。 


